
- 1 -

令和２年第１回北海道議会定例会提案補正予算（令和元年度補正）について

（単位 千円）

１ 今回提案する歳入歳出補正予算は、次のとおりである。

一 般 会 計 １５６，０６３，８０１
特 定 財 源 １５６，０２５，６９２
一 般 財 源 ３８，１０９

特 別 会 計 ０
合 計 １５６，０６３，８０１

（ 参 考 ）
（一 般 会 計） （特 別 会 計） （ 計 ）

前回までの計上額 2,877,133,642 1,146,233,354 4,023,366,996
今 回 計 上 額 156,063,801 0 156,063,801
合 計 3,033,197,443 1,146,233,354 4,179,430,797

２ 一般会計における財源は、次のとおりである。

特 定 財 源

分担金及び負担金 ８，４２８，６３８
国 庫 支 出 金 ９０，４７０，１５４
道 債 ５７，１２６，９００

一 般 財 源

繰 越 金 ３８，１０９

一 般 会 計 款 別 計 上 額

（単位 千円）

歳 入 歳 出

分担金及び負担金 ８，４２８，６３８ 総 務 費 ４４２，３７７

国 庫 支 出 金 ９０，４７０，１５４ 総 合 政 策 費 ７０，０００

道 債 ５７，１２６，９００ 保 健 福 祉 費 ５，２２４

繰 越 金 ３８，１０９ 農 政 費 ８３，７８７，７１４

水 産 林 務 費 １６，０３８，２２４

建 設 費 ５１，４２９，６０４

教 育 費 ４，００４，００１

災 害 復 旧 費 ２８６，６５７

計 １５６，０６３，８０１ 計 １５６，０６３，８０１
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令和２年第１回北海道議会定例会提案補正予算（令和元年度補正）の主なもの

○公共事業 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

公共事業費 106,592,938 １ 補助事業 96,241,938

<補助> 区 分 総 額 元年度 ２年度

96,241,938 (現年補正分) (ゼロ国債分)

農業農村 57,236,922 56,786,922 450,000

債務負担行為限度額 水産基盤 9,216,466 7,664,466 1,552,000

5,058,000 漁港海岸 53,000 53,000 －

造 林 3,774,150 3,674,150 100,000

繰越明許費 治 山 3,862,000 2,266,000 1,596,000

93,257,736 道 路 8,257,400 6,897,400 1,360,000

街 路 924,000 924,000 －

河 川 13,786,000 13,786,000 －

<直轄> 砂 防 3,111,000 3,111,000 －

10,351,000 海 岸 1,079,000 1,079,000 －

計 101,299,938 96,241,938 5,058,000

２ 国直轄事業費負担金 10,351,000

区 分 予 算 額

農 業 農 村 4,139,000

水 産 基 盤 416,000

道 路 2,540,000

河 川 2,228,000

砂 防 929,000

海 岸 99,000

計 10,351,000

（参考）対策総額 111,650,938

○投資的事業 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

特別対策事業費 19,836,204 社会資本整備総合交付金の交付に伴う補正。

区 分 予 算 額

繰越明許費 道 路 19,453,204

19,364,120 街 路 383,000

計 19,836,204

令和２年度社会資本整備総合交 債務負担行為限度額 令和２年度の公共土木工事等を早期発注するための

付金事業に関する債務負担行為 債務負担行為限度額を設定する。

5,614,000 期 間 主な事業内容

【新規】 令和元年度～令和２年度 橋梁架替、護岸工等



- 3 -

○一般施策 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

畑作構造転換事業費 286,363 ばれいしょ･てん菜等の営農の大規模化に対応する

ため、市町村等が行う機械導入等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 畑作構造転換事業費補助金

286,363 補助金額 2.9億円（全国30.4億円）

事業主体 市町村、農業者団体等

現計予算額 事業内容 播種機、収穫機など省力化機械の導入

2,535,871 負担割合 国 1/2、事業主体 1/2

産地パワーアップ事業費 5,499,212 水田、畑作、野菜産地の競争力強化を図るため、農

業者団体等が行う施設整備等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 産地パワーアップ事業費補助金

5,499,212 補助金額 55億円（全国347.5億円）

事業主体 農業者団体等

現計予算額 事業内容 施設整備、機械・機器のリース導入等

6,743,370 負担割合 国 1/3～1/2、事業主体 2/3～1/2

強い農業づくり事業費 2,000,000 農畜産物の付加価値向上等を図るため、市町村等が

行う施設整備等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 担い手確保･経営強化支援事業費補助金

2,000,000 補助金額 20億円（全国63.8億円）

事業主体 農協、市町村等

現計予算額 事業内容 農業用施設整備、農業用機械の導入

4,201,780 負担割合 国 1/2、事業主体 1/2

畜産・酪農収益力強化整備等特別 11,097,965 酪農・畜産業の競争力強化のため、農業者団体等が

対策事業費 行う施設整備等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 酪農畜産振興費補助金

11,097,965 補助金額 110億円（全国637億円）

事業主体 畜産クラスター協議会等

現計予算額 （農家・市町村・農業者団体等）

12,318,940 事業内容 家畜飼養管理施設（畜舎等）の整備等

負担割合 国 1/2、事業主体 1/2

中山間地域所得向上支援事業費 401,000 中山間地域における所得向上を図るため、農業者等

が行う施設整備等に対して支援する。

繰越明許費 国交付金 中山間地域所得向上支援整備交付金

401,000 補助金額 4億円（全国36億円）

事業主体 農業者・団体等

現計予算額
事業内容

計画策定、施設整備（鳥獣被害防止施設、

725,000 集出荷貯蔵施設等）

補 助 率 国 1/2、10/10
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

輸出対応施設等整備緊急対策事業 2,020,000 輸出先のHACCP等に対応するため、食品製造事業者

費 等が行う施設整備等に対して支援する。

繰越明許費 国交付金 食料産業・６次産業化交付金

【新規】 2,020,000 補助金額 20.2億円（全国68億円）

事業主体 食品製造事業者等

事業内容 施設整備(衛生管理施設、エアシャワー等）

負担割合 国 1/2、事業主体 1/2

新規就農支援緊急対策事業費 200,000 就職氷河期世代を含む幅広い世代の就農を促進する

ため、市町村等が行う施設整備等に対し支援する。

【新規】 繰越明許費 区 分 内 容

200,000 事業主体 市町村、研修機関等

事業内容 施設整備（研修用園芸ハウス等）

負担割合 国 1/2、事業主体 1/2

水産業振興構造改善事業費 515,200 水産業の持続的な生産体制を構築するため、漁協が

行う施設整備に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 水産業競争力強化緊急施設整備事業費補助金

515,200 補助金額 5.1億円（全国40億円）

事業主体 漁協（東しゃこたん、湧別、斜里第一）

現計予算額 事業内容 施設整備（鮮度保持施設等）

1,527,646 負担割合 国 1/2、実施主体 1/2

合板・製材・集成材生産性向上・ 1,446,591 林業・木材産業の生産性向上などの体質強化を図る

品目転換促進対策事業費 ため、市町村等が行う路網整備等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 合板・製材生産性強化対策事業費補助金

【新規】 1,446,591 補助金額 14.4億円（全国171.5億円）

事業主体 市町村、民間事業者等

事業内容 路網整備、高性能林業機械導入等

負担割合 国 1/2又は定額、事業主体 残額

原子力防災安全対策費 442,377 市町村等が行う災害拠点施設等の放射線防護対策や

屋内退避に必要な資機材の整備等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 原子力災害対策事業費補助金

442,377 補助金額 4.4億円（全国48.7億円）

事業主体 市町村、社会福祉法人

現計予算額
事業内容

放射線防護対策（非常用発電機設置等）

623,842 資機材等整備（防護服、線量計等）

負担割合 国 10/10

【所要額】

区 分 整備箇所 放射線防護 資機材整備 計

神恵内村 役 場 135,601 － 135,601

泊 村 小 学 校 14,916 － 14,916

古 平 町 社会福祉施設 286,000 5,860 291,860

計 436,517 5,860 442,377
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

高等学校設備整備費 23,355 国の「GIGAスクール構想」に基づき、中等教育学校

特別支援学校振興奨励費 及び特別支援学校(小中)の児童生徒用PCを整備する。

（端末整備事業費） 繰越明許費

23,355 【事業内容】

【新規】 国補助金 公立学校情報機器整備費補助金

補助金額 0.2億円（全国1,022億円）

事業主体 道

対 象 校
・中高一貫校（登別明日･中等部）１校

・特別支援学校 42校

事業内容
・整備台数：生徒数×2/3(519台)※国上限

・整備単価：45千円/台 ※国基準

整備期間 Ｒ元～Ｒ５（国基準）

補 助 率 国 10/10

高等学校設備整備費 2,747,576 国の「GIGAスクール構想」に基づき、道立高校及び

特別支援学校振興奨励費 特別支援学校のネットワーク環境を整備する。

（通信ネットワーク整備事業費） 繰越明許費

2,747,576 【事業内容】

【新規】 国補助金 情報通信ネットワーク環境施設整備費補助金

補助金額 13.7億円（全国1,296億円）

事業主体 道

対 象 校
・道立高校 192校

・特別支援学校 65校

事業内容
大容量通信ネットワークの整備

（通信速度：１Gbps ※道庁と同等 ）

補 助 率 国 1/2

○災害復旧費 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

林道災害復旧事業費 289,474 林道施設の災害復旧を行う。

区 分 災害箇所

繰越明許費 林 道 平取町（１箇所）、厚真町（１箇所）

289,474

現計予算額

1,576,965


